
水道料金の改定について 

鳥取市水道局 



水道料金改定の理由 

近年の人口減少、節水器具の普及、企業再編等により料金収入が減少傾向で推移しており、水道事業を取り巻く環境は非常に厳しいも

のとなっています。 

今後の財政収支見通しでは、平成 30 年度以降、経営環境はさらに厳しくなることが予想され、安全な水を安定的に供給するために必要

な施設整備(更新)事業を実施するための財源が不足することが見込まれることから、財政の健全化を図るとともに、水道水を安定的に供給

するための施設整備・更新事業に必要な資金を確保する必要があります。 

鳥取市では、水道事業審議会の答申に沿った料金改定のための条例改正案を９月定例市議会に提案し、議決されました。 

水道料金改定の概要 

(１) 平均改定率を 18.4％とします。

(2) 料金算定期間を平成 30 年度から平成 34 年度までとします。

(3) 水需要の増減による料金収入への影響を抑えるため、水道料金収入における基本料金の占める割合を

増加し、基本料金と従量料金の料金収入構成比を 38：62(現行 25：75)とします。

(4) 平成 30 年４月１日から施行します。

改定後の料金収入総額－改定前の料金収入総額 
改定前の料金収入総額  

×100＝18.4％ 

【参考】 水道料金改定までの経過 

H28.4.15  水道料金改定について水道事業審議会※へ諮問(以後６回にわたって審議) 

H29.7.19  水道事業審議会から答申 

H29.9.22  ９月定例市議会において鳥取市給水条例一部改正案(改定料金表)可決 

※水道事業審議会

水道事業の重要な事項について調査や

審議を行う市長の諮問機関。学識経験のあ

る者、民間団体に属する者、公募による者

で構成しています。 

資料Ｐ２～９ 

資料Ｐ10～12 

資料Ｐ13 
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供給単価と給水原価の比較分布(給水人口10～30万の都市)
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出典：総務省自治財政局編「平成27年度地方公営企業年鑑」

改定の概要(１),(２)関係資料①2

供給単価・・・水道水１m3あたりの水道料金の平均単価 給水原価・・・水道水を１m3作るために必要とする経費



年間料金収入と企業債残高の比較分布(給水人口10～30万の都市)
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企業債・・・施設の新設や更新をするための借入金。地方公営企業の場合、施設整備ための資金調達は主に企業債で行います。

3 改定の概要(１),(２)関係資料②



鳥取市水道局だより（2017.11.1）
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平成28年度（平成28年４月～平成29年３月）水道事業会計の決算は、平成29年９月定例市議会で認定さ
れました。
事業の運営や施設の管理に関わる収益的収支について、収入は、前年度に比べて約6500万円の増となり

ました。支出は、前年度に比べて約4500万円の増となり、収支の差し引きでは、約6300万円の純損失を計
上しています。
また、施設の新設や改良・更新に関わる資本的収支については、収支差し引き約14億5600万円の不足額

を内部留保資金で補填しています。
みなさんからの水道料金で支えられている水道事業の経営環境は厳しい状況となっています。水道局では

今後も平成37年までの本市水道事業の具体的施策を定めた長期経営構想（平成27年４月改訂）に基づいた
健全な経営に取り組み、安全な水道水の安定供給に努めていきます。

浄水施設整備事業
青谷地域に新たな膜ろ過浄水施設を整備するため

浄水場の敷地造成や導水管の布設などを行いました。
配水施設整備事業
河原インター山手工業団地の給水開始に向けて、

江山浄水場から工業団地までの間の配水施設整備
（主に工業団地内の管路整備と山手配水地の関連工
事）を行いました。
配水管等改良事業
震災対策整備事業などにより老朽管を耐震管に取

り替えるとともに、安全な水道水を供給するため、
鉛製給水管更新事業による鉛管の解消に努めました。

諸施設整備事業
河原地域の中央監視装置更新工事や若葉台配水地の

無停電電源装置蓄電池取り替え工事など、老朽化した
設備の更新や改修を行いました。
その他の取り組み
平成28年４月に発生した熊本地震

および平成28年10月に発生した鳥
取県中部地震により水道施設に多大
な被害が発生したことを受け、それ
ぞれの被災地において応急給水支援
および応急復旧支援を行いました。

平成28年度の主な事業

■長期前受金戻入：施設の新設や改良をする際に交付を受けた補助金等の減価償却費相当分を収益として計上するもの。■減価償却費：
施設の新設や改良に支払ったお金を、定められた耐用年数に応じて毎年費用化したもの。この費用は内部留保資金となり、企業債元金
の返済と施設の新設や改良をするための資金になります。■資産減耗費：施設を廃棄する場合、減価償却後の残存価格を費用として計
上するもの。■原水・浄水費：原水（天然の水）を水道水にするための費用。■配水・給水費：お客さまの所まで水道水を送るための
費用。■業務・総係費：水道メーターの計量、料金の徴収、窓口サービス、その他の費用。■支払利息：企業債（借入金）の利息。

■企業債：施設の新設や改良をするための借入金。地方公営企業の場合、施設整備の資金は主に企業債で調達します。
　資本的収支の用語

　収益的収支の用語

①収益的収支
事業の運営や施設の管理に関わる収支です。

③資本的収支
施設の新設や改良・更新に関わる収支です。
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収入 34.02億円 支出 34.65億円 収入 9.57億円 支出 24.13億円

当年度純損失当年度純損失
0.630.63

長期前受金戻入長期前受金戻入
5.965.96

水道料金水道料金
25.7325.73 原水・浄水費原水・浄水費 4.454.45

配水・給水費 配水・給水費 3.423.42
業務・総係費業務・総係費 4.614.61
支払利息支払利息 その他その他3.313.31 企業債企業債 4.234.23

工事負担金など工事負担金など
5.345.34

資本的収支不足額資本的収支不足額
14.5614.56

企業債元金の返済企業債元金の返済
8.938.93

0.090.09

減価償却費・
資産減耗費
減価償却費・
資産減耗費
18.7718.77

施設の新設や
改良など
施設の新設や
改良など
15.2015.20

前年度使用
しなかった
内部留保資金

前年度使用
しなかった
内部留保資金
16.9116.91

その他 その他 2.332.33

資本的収支不足額は、前年度
使用しなかった内部留保資金
で補塡します。

減価償却費・資産減耗費
は費用として計上しますが、
現金支出は伴わないため、
内部留保資金となります。

収益として計上しますが、
現金収入は伴いません。

平成
28年度

問い合わせ先 総務課財務係 0857-53-7913 0857-53-7802

熊本市での応急給水支援
（平成28年4月22日）

水道事業会計は、収益的収支と資本的収支に区分されます。

抜粋・引用 改定の概要(１),(２)関係資料③

②内部留保資金
年間料金収入の６カ月分相当の確保を目安としています。
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収益的収支の推計(現行料金による)

資本的収支及び内部留保資金残高の推計(現行料金による)

※収益的収支・・・事業の運営や施設の管理に関する収支です。

(百万円)
※資本的収支・・・施設の新設や改良・更新に関する収支です。

改定の概要(１),(２)関係資料④
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今後、多くの管路更新を

計画的に毎年進めていく

必要があります。

阪神・淡路大震災(H7)

年度別の布設管路(鳥取・国府地域)
改定の概要(１),(２)関係資料⑤

　全国的にも水道の普及が図られた高度経済成長期以降に布設した管路が大量に更新時期を迎えており、また、東日本大震災をはじめとする近

年の大災害の教訓から施設の災害対策も急務となっています。本市においては、平成７年の阪神・淡路大震災以降、耐震管を積極的に採用して

きましたが、非耐震管の割合は依然として多く、更新費用の確保が課題となっています。

平成28年度末の耐震化率は約33%

(平成34年度末には耐震化率が約37%まで上昇する見込み)
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項  目 事業内容 事業費 

①浄水・配水施設整備事業 ・青谷地域浄水施設整備

・水質検査室移転整備

・直接送水の拡大

・配水管・連絡管の整備

1,181 

②配水管等改良事業 ・基幹管路の耐震化

・耐震管への布設替工事

・水管橋の耐震補強

・応急給水拠点の整備

・鉛製給水管の更新

3,141 

③諸施設整備事業 ・叶水源地自家発設備の更新

・電気計装設備、蓄電池装置、

ポンプ設備等の更新

1,482 

④原因者等工事・維持修繕工事等 ・原因者等工事

・維持修繕工事等
1,587 

⑤営業設備費 ・水質検査機器等の更新

・水道メーターの購入
215 

合計 7,606 

地震などの災害に強い水道施設にするため、導送配水管
の耐震管への更新、施設の耐震補強、応急給水拠点の整備
を行います。 

導送配水管においては、漏水発生率の高い塩化ビニル管
や、濁水発生原因となっている老朽鋳鉄管を優先して耐震
管に布設替えします。 

また、老朽化した鉛製給水管の布設替えを行います。 

施設整備(更新)計画(平成 30～34 年度) 

水源から浄水場までの施設の新設・増設改良と、平常時
における安定給水の確保及び効率的な水運用を行うため
の送水施設、配水池、送配水管路の新設・増設・改良を行
います。 

配水池、建物、電気計装、機械設備などの施設がその機
能を十分発揮できるよう、老朽化した施設の更新を行いま
す。 

国土交通省、鳥取県、鳥取市などの原因者が施行する工
事における、水道管の移設工事(支障移転)を行います。 

(単位：百万円) 
長
期
に
算
出
し
た
水
道
施
設
の
更
新
費
用
を
基
に
し
て
事
業
費
を
平
準
化
し
て
い
ま
す
。

改定の概要(１),(２)関係資料⑥7



①人件費等(外部委託含む)

H24～28年度 計30,000千円縮減

④繰上償還利息の削減

②工事費の縮減

⑤業務の効率化

③新エネルギー導入 平成24～28年度

縮減額合計 437,000千円

・企業債元金の繰上償還による利息削減

H24～28年度 計157,000千円削減

計77,000千円縮減

・太陽光発電設備設置に伴う電気料金削減

H24～28年度 計3,000千円削減

・浄水場運転管理業務一部委託

・人件費の退職手当減額ほか

H24～28年度 計47,000千円縮減

H24～28年度 計43,000千円縮減

計122,000千円縮減

・管路設計深度及び掘削幅の見直し

・水道施設更新時のダウンサイジング

H24～28年度 計79,000千円縮減
H24～28年度 計37,000千円縮減

・水質検査業務効率化による委託費縮減

・水道施設電気料金契約見直し

H24～28年度 計38,000千円縮減

H24～28年度 計3,000千円縮減

・ポンプ容量の見直しによる動力費縮減

計78,000千円縮減

コスト縮減の取組(平成24～28年度)

8 改定の概要(１),(２)関係資料⑦



 

区  分 
料 金 算 定 期 間 合計 

(現行) 

合計 

(改定後) H30 H31 H32 H33 H34 

収入 

料金収入 2,523 2,516 2,504 2,482 2,467 ①12,492
②2,296

14,788 

①12,492

長期前受金戻入 617 620 620 621 620 3,099 3,099  

その他収入 179 179 178 178 178 892 892  

小計 3,319 3,315 3,302 3,281 3,265 16,482 18,779  

支出 

事業運営経費 1,337 1,343 1,315 1,319 1,324 6,638 6,638  

減価償却費等 1,897 1,915 1,933 1,956 1,953 9,653 9,653  

支払利息 308 296 283 269 256 1,411 1,411  

小計 3,542 3,554 3,531 3,544 3,533 17,702  17,702  

当年度損益 ▲223 ▲239 ▲228 ▲263 ▲267 － －  

年度末資金残高 898 473 57 ▲401 ▲1,016 ③▲1,016 (③＋②)1,280

○長期前受金戻入・・ 施設の新設や改良をする際に交付を受けた補助金等の減価償却費相当分を収益として計上するもので、現金収入

は伴いません。 

○その他収入・・・・ 下水道事務受託料、納付金、他会計繰入金、配水管移設等負担金など 

○事業運営経費・・・ 事業運営や施設管理に係る費用の合計(原水及び浄水費、配水費、給水費、業務費、総係費)

○減価償却費等・・・ 減価償却費及び資産減耗費の合計。

減価償却費は、水道施設の新設や更新に支払ったお金を、定められた耐用年数に応じて毎年費用化したもので、現

金支出を伴わないため内部留保資金となり、企業債元金の返済と施設の新設・更新のための資金となります。 

資産減耗費は、施設を廃棄する場合に、減価償却完了時点の残存価格を費用として計上するものです。 

○支払利息・・・・・ 施設の新設・更新のための借入金(企業債)の利息

財政収支予測(単位：百万円) 

平均改定率 

18.4.％相当額 

年間料金収入の 
６カ月相当額 

(①＋②)

9 改定の概要(１),(２)関係資料⑧
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料金収入(現行・左軸)

有収水量(右軸)

有収水量算定の核となる給水人口

は、国勢調査を基に国立社会保障・

人口問題研究所が実施した鳥取市行

政区域内の人口推計を基にしていま

す。

有収水量及び料金収入の推移及び推計

10 改定の概要(３)関係資料①

　近年の人口減少、節水器具の普及や企業再編などに伴う水需要の減少により、有収水量(料金徴収の対象となる水量)が減少傾向にあります。そ

れに伴い料金収入も減少しています。



672 672 680 681 683 686 692 693 693 694 698 700 
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～10m3 11～20m3 21～40m3 41～200m3 201m3～使用水量区分

１
㎥
当
た
り
の
単
価

高

安

　1m3当たりの単価が最も安い10m3以下の区分(現行:46円)の水量が増加しているのに対し、単価が最も高い201m3以上の区分(現行:200円)の水量が

大きく減少しています。このため、有収水量の減少度以上に料金収入が減少する傾向にあります。

従量料金使用水量区分ごとの水量の推移(鳥取・国府地域)

11 改定の概要(３)関係資料②

水需要の構造が変化しています。

(46円)

(100円)

(134円)

(161円)

(200円)



料金算定期間の経費

固定費(93％)

このたびの料金改定は、基本料金の割合を上げることで(25％→38％)、単価の安い水量区分が増加して単価の高い水量区分が減少するといった

近年の水需要の傾向においても収入を確保し、安定的かつ持続的な経営を図ることを目的としています。

従量料金に偏ると水需要の増減

に影響を受けやすく、有収水量

の減少度以上に料金収入が減少

する傾向があります。
水量変動に関係なくかかる

固定的経費であり、本来は

全て基本料金で回収するべ

き部分です。

水道事業が「装置産業」と

も呼ばれていることがわか

ります。

この経費を水道料金によって回収します

基本料金と従量料金の配分割合について

変動費(７％)

現行料金の配分割合
基本料金：従量料金＝25：75

改定料金の配分割合
基本料金：従量料金＝38：62

水量変動に伴って変動する経費です。

(動力費、薬品費)

従量料金分(75％) 従量料金分(62％)

基本料金分(38％)
基本料金への配分を上げて、近

年の水需要の傾向においても収

入の減少を抑え、経営の安定

化・持続化を図ります。

水道料金水道料金水道料金水道料金 ＝＝＝＝ 基本料金基本料金基本料金基本料金 ＋＋＋＋ 従量料金従量料金従量料金従量料金

①単年度黒字の維持 ②内部留保資金残高の確保 ③企業債残高の縮減

固定費を全て基本料金に設定すると非常に

高額となってしまうため、現行料金では

25％となるよう設定しています。

基本料金分(25％)

改定料金

の配分

※この配分方法は全て日本水道協会策定の「水道料金算定要領」に基づいています。

(口径の大きさに応じた料金) (使用水量によって変わる料金)

国
か
ら
も
基
本
料
金
の
割
合
を
上
げ
る
よ
う

方
向
性
が
示
さ
れ
て
い
ま
す(

新
水
道
ビ
ジ
ョ
ン)

12 改定の概要(３)関係資料③



２月請求 ３月計量８月計量 ９月請求 10月計量 11月請求 12月計量 １月請求２月計量 ３月請求 ４月計量 ５月請求 ６月計量 ７月請求

H30 H31

６期 １期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期

11月計量 12月請求 １月計量 ２月請求 ３月計量 ４月請求

１期

３月計量 ４月請求 ５月計量 ６月請求 ７月計量 ８月請求 ９月計量 10月請求

H30 H31

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期

Ａ地区
(奇数月計量) ３～５月使用分

(６月請求)

５～７月使用分

(８月請求)

７～９月使用分

(10月請求)

９～11月使用分

(12月請求)

11～１月使用分

(２月請求)

１～３月使用分

(４月請求)

３～５月使用分

(６月請求)

Ｂ地区
(偶数月計量) ２～４月使用分

(５月請求)

４～６月使用分

(７月請求)

６～８月使用分

(９月請求)

８～10月使用分

(11月請求)

10～12月使用分

(１月請求)

12～２月使用分

(３月請求)

２～４月使用分

(５月請求)

施行日(H30.4.1)以降の最初の計量日の指示数から、その次の計量日の指示数までが、最初の新料金での請求となります。

施行日以降の最初の計量日

施行日(H30.4.1)

現行料金による最後の請求月

施行日(H30.4.1)

現行料金による最後の請求月

施行日以降の最初の計量日

現行料金

現行料金 改定料金

改定料金

改定料金の計量・請求時期

13 改定の概要(４)関係資料
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現行料金と改定料金の比較表 

 

使用水量 
１m3 当たりの 
単価(改定) 

１m3 当たりの 
単価(現行) 

差額 

10m3 147 99 48 

30m3 136 117 19 

50m3 148 134 14 

70m3 157 145 12 

メーター口径 改定料金 現行料金 差額 

13 ㎜ 840 460 380 

20 ㎜ 1,950 1,250 700 

25 ㎜ 3,160 2,120 1,040 

40 ㎜ 9,400 6,500 2,900 

50 ㎜ 16,700 11,200 5,500 

75 ㎜ 43,900 30,400 13,500 

100 ㎜ 88,000 62,000 26,000 

150 ㎜ 240,000 170,000 70,000 

200 ㎜ 400,000 350,000 50,000 

使用水量区分 改定料金 現行料金 

10m3 までの分 52 46 

10m3 を超え 20m3 までの分 104 100 

20m3 を超え 40m3 までの分 139 134 

40m3 を超え 200m3 までの分 166 161 

200m3 を超える分 202 200 

基本料金比較(１月につき) (単位：円) 従量料金比較(１m3 につき) (単位：円) 

口径 13 ㎜の場合の１m3 当たりの単価比較(税込) (単位：円) 

{840 円 (基本料金)

＋(52 円×10m3)＋(104 円×10m3)＋(139 円×5m3)}

×1.08(消費税相当額加算) ＝ 3,342 円 

改定後の料金計算例(口径 13 ㎜で１カ月に 25m3 使用した場合) 

(従量料金) 

14



メーター

口径

項目 10m3 20m3 30m3 40m3 50m3 60m3 70m3 80m3 90m3 100m3 200m3 500m3 1,000m3 

13 ㎜ 

改 定 料 金 1,468 2,592 4,093 5,594 7,387 9,180 10,972 12,765 14,558 16,351 

現 行 料 金 993 2,073 3,520 4,968 6,706 8,445 10,184 11,923 13,662 15,400 

差 額 475 519 573 626 681 735 788 842 896 951 

改 定 率 47.8% 25.0% 16.3% 12.6% 10.2% 8.7% 7.7% 7.1% 6.6% 6.2% 

20 ㎜ 

改 定 料 金 2,667 3,790 5,292 6,793 8,586 10,378 12,171 13,964 15,757 17,550 

現 行 料 金 1,846 2,926 4,374 5,821 7,560 9,298 11,037 12,776 14,515 16,254 

差 額 821 864 918 972 1,026 1,080 1,134 1,188 1,242 1,296 

改 定 率 44.5% 29.5% 21.0% 16.7% 13.6% 11.6% 10.3% 9.3% 8.6% 8.0% 

25 ㎜ 

改 定 料 金 3,974 5,097 6,598 8,100 9,892 11,685 13,478 15,271 17,064 18,856 36,784 

現 行 料 金 2,786 3,866 5,313 6,760 8,499 10,238 11,977 13,716 15,454 17,193 34,581 

差 額 1,188 1,231 1,285 1,340 1,393 1,447 1,501 1,555 1,610 1,663 2,203 

改 定 率 42.6% 31.8% 24.2% 19.8% 16.4% 14.1% 12.5% 11.3% 10.4% 9.7% 6.4% 

40 ㎜ 

改 定 料 金 16,632 18,424 20,217 22,010 23,803 25,596 43,524 108,972 

現 行 料 金 13,230 14,968 16,707 18,446 20,185 21,924 39,312 104,112 

差 額 3,402 3,456 3,510 3,564 3,618 3,672 4,212 4,860 

改 定 率 25.7% 23.1% 21.0% 19.3% 17.9% 16.7% 10.7% 4.7% 

50 ㎜ 

改 定 料 金 33,480 51,408 116,856 225,936 

現 行 料 金 27,000 44,388 109,188 217,188 

差 額 6,480 7,020 7,668 8,748 

改 定 率 24.0% 15.8% 7.0% 4.0% 

75 ㎜ 

改 定 料 金 80,784 146,232 255,312 

現 行 料 金 65,124 129,924 237,924 

差 額 15,660 16,308 17,388 

改 定 率 24.0% 12.6% 7.3% 

100 ㎜ 

改 定 料 金 193,860 302,940 

現 行 料 金 164,052 272,052 

差 額 29,808 30,888 

改 定 率 18.2% 11.4% 

 改定前後口径別料金比較表(１カ月料金・税込) 

※この表は、口径ごとの代表的な水量区分により比較したものです。斜線部分の料金については、記載を省略しています。

(単位：円) 
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出典：「水道料金表（平成28年4月1日現在）(公社)日本水道協会」

平均2,745円(鳥取市(改定)除く)

(円)

鳥
取
市(

現
行
）

鳥
取
市(

改
定
）

平均改定率18.4％

都市名 料金(円) 指数※

鳥取市(改定) 2,592円 100

鳥取市(現行) 2,073円 80

倉吉市 2,312円 89

米子市 2,194円 85

松江市 3,531円 136

岡山市 2,516円 97

広島市 2,354円 91

山口市 2,813円 109

※指数は鳥取市(改定)の水道料金を100とした場合

中国地方主要都市・近隣都市の水道料金

県庁所在地の１カ月当たりの水道料金(税込)の比較
(家事用[一般用]またはメーター口径13㎜で１カ月20m3使用した場合)
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出典：「水道料金表（平成28年4月1日現在）(公社)日本水道協会」

50 311 260 195 213 168 42 11 14

事業体数

平均改定率

18.4％

給水人口規模別平均水道料金(税込)比較
(家事用[一般用]またはメーター口径13㎜で１カ月20m3使用した場合)
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旧簡易水道地域における改定水道料金への統一時期について 

平成29年４月から簡易水道事業を上水道事業に統合しました。
平成32年４月以降に使用する水量(６月計量・７月請求)から、旧簡易水道地域の水道料金は改定後の上水道地

域の料金に統一します。 

上水道地域・旧簡易水道地域の水道料金表(１カ月) 

基 本 料 金 従 量 料 金 

口径 上水道地域・改定後 旧簡易水道地域 使用水量 上水道地域・改定後 旧簡易水道地域 

13 ㎜ 840 円 
950 円 

0 ㎥～10 ㎥ １㎥につき  52 円 
１㎥につき 

72 円 
20 ㎜ 1,950 円 11 ㎥～20 ㎥ 104 円 

25 ㎜ 3,160 円 
1,480 円 

21 ㎥～30 ㎥ 
139 円 

30 ㎜ 31 ㎥～40 ㎥ 
83 円 

40 ㎜ 9,400 円 3,800 円 41 ㎥～50 ㎥ 
166 円 

50 ㎜ 16,700 円 5,950 円 51 ㎥～200

㎥

99 円 
75 ㎜ 43,900 円 13,390 円 200 ㎥～ 202 円 

水道料金は、基本料金と従量料金の合計額に 100 分の 108 を乗じて得た額(１円未満の端数は切り捨て)になります。 

上水道地域と旧簡易水道地域の水道料金比較(口径  13 ㎜・１カ月) 

使用水量 上水道地域・改定後 旧簡易水道地域 

10 ㎥ 1,468 円(税抜き 1,360 円) 1,803 円(税抜き 1,670 円) 

20 ㎥ 2,592 円(税抜き 2,400 円) 2,581 円(税抜き 2,390 円) 

30 ㎥ 4,093 円(税抜き 3,790 円) 3,358 円(税抜き 3,110 円) 
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